（取り組み事例）
東広島市農業委員会における「人･農地プラン」推進活動の取り組み
　各地域の農業を支える中心経営体を決めて農地集積を進める将来ビジョン「人・農地プラン」づくりが県内地域でも動き始めています。
　東広島市農業委員会（加栗建男会長、農業委員４２人）では、地区選出の農業委員が担当地区の集落における「人･農地プラン」づくりの調整役として活動が始まっています。
　そのきっかけは、農業委員会で「人・農地プラン」づくりに向けて、積極的な取り組みを検討していたところに、東広島市から、市独自の「人・農地プラン作成事業の推進方針」を作成するので、効果的なプランづくりに向けて、地域農業の実態に詳しい農業委員を「地域での調整役」に位置づけ、連携して取り組みたいとの提案を受けたことでした。
　農業委員会では、提案を快く受け入れ、部会（農業振興部会・情報部会）活動や、現場活動の中で、どのように係わるのが効果的か、またプランづくりを契機にどのように農業の担い手育成につなげるかなどについて議論してきました。
　同市では、５月に市内３会場で４回、人･農地プランの考え方等を理解してもらう説明会をＪＡや広島県と連携して開催し、のべ２４８人の農業者等の参加を得ました。その後、地区担当の農業委員や農区長が中心となり、各集落へプランづくりに向けた働きかけが行われ、２０回を越える集落単位での勉強会も開催されました。
　市内各集落での受け止め方には、都市部と農村部とで多少の温度差はあるものの、生活基盤である集落の将来の姿を考える絶好の機会となると、プランづくりに手を挙げた集落が多く、その数は２８集落になっています。
　こうした集落では、集落の代表者と担当農業委員の連名による申請が行われ、今後、農業委員がパイプ役になって、市や関係機関と集落が連携し、具体的なプランづくりが始まります。
　プランづくりの作業には、農業委員会で把握している集落の農地・担い手に関する情報を集落に提供し、スムーズにプランづくりが進められるように支援していく計画です。
　加栗会長は「住民が多少なりとも不安を抱えている５年先、１０年先の地域農業のあり方について、今回プランづくりを話し合う機会として活用してほしい。農業委員は農区長と協力しながら推進調整役を果たしていきたい。」と話されています。また、自らもプランづくりの推進活動を行う立場から、今後の具体的なプランづくりについて「プランを作成するだけでなく、実現するまでのきめ細やかな支援が必要である。また、担い手がいない集落や規模の小さい集落を今後どうフォローしていくかが課題になるので、並行して検討していくことが重要である。」と訴えられております。
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